






























将来その注意を向けるのはこれらの多様性と差異に対してであろうと考えられる（ [ 8 ],p. 340 ）。」















































理事会 ｜ ｜ 諮問グループ
組織・計画委員会 起草委員会 ｜事務局
(a）会員（ Member ) 
国際会計基準委員会（IASC）の会員は 国際会計士連盟1 (International Federation of 
Accountants）の会員であるすべての職業会計士団体から構成されている（［12],p.7）。なお， IAS
C会員の全体会議としては IASC構成国会議があり 世界会計士会議の期間中または直前に当該会
議の開催地において開催される。世界会計士会議は， 5年毎に開催されるため，構成国会議も， 5 
年に一度しか開催されない。したがって，構成国会議の権限も， IASC定款の改訂の承認（会員の
過半数の賛成票決を要する）に限られている（ [ 41],197頁）。






natinal Coordinating Committee of Financial Analysts' Associations ）の代表が入っている
( [12],pp.7-8）。
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理事会の主な権限事項には，次のようなものがある（ [ 41], 197頁）。














国際証券取引所連合（FederationInternational des Bourses de Valeurs) 
国際財務担当役員協会 (InternationalAssociation of Financial Executives Institues ) 
国際商工会議所（ International Chamber of Commerce ) 
国際自由労連および世界労連（ International Confederation of Free Trade Unions and World 
Confederation of Labour ) 
国際証券監督者機構（ International Organization of Securities Commissions ) 
国際銀行協会（ International Banking Association ) 
国際法律家協会（ International Bar Association ) 
国際ファイナンス・コーポレーション（ International Finance Corpora ti on ) 
世界銀行（ The World Bank ) 
財務会計基準審議会（ Financial Accounting Standards Board ) 
EC委員会（ European Commission ) 
国際資産評価委員会（ The International Assets Valuation Standards Committee ) 
経済協力開発機構（ Organization for Economic Cooperation and Development ) * 
国連多国籍企業・経営部会（ Transnational Corporations and Management Division, United 
Nations ) * 
＊ オブザーバー
(d）組織・計画委員会 (Organization and Planning Committee ) 




















( i ) 起草委員会は，関連問題を検討し，論点概要書（ Point Outline ）を作成する。
( i) 論点概要書に関する理事会からのコメントを受理した後で，起草委員会は，原則書案
(Draft Statement of Principles ）を作成する。この原則書は，公開草案（ExposureDraft) 
の作成の基礎を形成するであろう基本的な会計原則を明らかにすることである。それは，ま
た，検討すべき代替的な解決方法やそれらが許容または排除を勧告された理由を説明する。






































































るかを決定する場合，次のような規準が，使用される 6( [14],par.19 ）。













会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
















































































親会社の経営活動と ヘッジされたものを 実際的なヘッジ手段 繰り延べて当期およ
不可分な在外活動に 除き当期の損益計算 のない急激な通貨価 び将来の期間の損益






















会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
負ののれんの処理 個々の非貨幣資産に 繰延利益として処理 即時に株主持分を修























投資不動産の測定 減価償却後の取得原 再評価額で測定する 減価償却をしない取
(IASNo.25) 価で測定する 得原価で測定する






























































( i ) 理解可能性（Understandability）とは，情報が利用者によって容易に理解できることをい
う（ [15],par.25）。




































定するプロセスである。このプロセスには，特定の測定基礎の選択が伴う（[ 15] , par. 9 9 ）。この測
定基礎には，取得原価（historicalcost），現在原価（currentcost），実現可能（決済）価値（rea-




























































































































親会社の経営活動と ヘッジされたものを 実際的なヘッジ手段 繰り延べて当期およ
不可分な在外活動に 除き当期の損益計算 のない急激な通貨価 び将来の期間の損益























負ののれんの処理 個々の非貨幣資産に 繰延利益として処理 即時に株主持分を修




























































































































































































































1995 1996 1997 1998 1999 
プロジ、ェクト 11月 3月 6月 9月 3月 6月 11月 3月 6月 11月 3月 6月 11月
法人税 IAS 
金融商品 Dis Dis Dis ED IAS 
一株当り利益 ED Dis IAS 
無形資産 Dis IAS 
セグメント ED Dis IAS 
表 刀t SOP ED Dis IAS 
農 業 PO Dis SOP ED Dis IAS 
退職給付コスト等 PO Dis SOP ED Dis IAS 
中間報告 pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
廃止事業 pp PO SOP ED Dis IAS 
引当金及び偶発損失 pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
リース pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
研究及び開発（改訂） pp ED Dis IAS 
減損（改訂） pp ED Dis IAS 
投資（改訂） pp ED Dis IAS 
のれん（改訂） pp ED Dis IAS 
件 数 7 6 7 7 7 7 7 7 4 4 6 4 
pp：プロジェクトの設置 PO：ポイントアウトライン SOP：原則書 Dis：デイスカッション







表 題 公表 改訂
第1号 会計方針の開示（Disclosureof Accounting Policies) 1975.1 
第2号 棚卸資産（Inventories) 1976.10 1993.12 
第3号「連結財務諸表」は，第27号および第28号に差し替えのため
廃止
第4号 減価償却の会計（Depreciation Accounting) 1976.10 
第5号 財務諸表に開示すべき情報 (Informationto be Disclosed in 
Financial Statements) 1976.10 
第6号「物価変動に対する会計上の対応」は 第15号に差し替え
のため廃止
第7号 キャッシュ・フロー計算書（ Cash Flow Statements) 1977.10 1992.12 
第8号 期間純損益，重大な誤謬および会計方針の変更（ Net Profit or 
Loss for the Period, Fundamental Errors and Changes in 
Accounting Policies) 1978.2 1993.12 
第9号 研究・開発費（Researchand Development Cost) 1978. 7 1993.12 
第10号 偶発事象および後発事象（Contingenciesand Events Occurring 
After the Balance Sheet Date) 1978.10 
第1号 工事契約（ConstructionContracts) 1979.3 1993.12 
第12号 法人税等の会計（ Accounting for Taxes on Income) 1979.7 
第13号 流動資産および流動負債の表示（ Presentation of Current 
Assets and Current Liabilities) 1979.11 
第14号 セグメント別財務情報の報告（ReportingFinancialInformation 
by Segment) 1981.8 
第15号 物価変動の影響を反映する情報 (InformationReflecting the 
Effects of Changing Price) 1981.11 
第16号 有形固定資産（ Propety, Plant and Equipment) 1982.3 1993.12 
第17号 リースの会計処理（ Accounting for leases ) 1982.9 
第18号 収益（Revenue) 1982.12 1993.12 
第19号 退職給付コスト（RetirementBenefit Costs) 1983.1 1993.12 
第20号 国庫補助金の会計および政府援助の開示（Accountingfor 
Government Grant and Disclosure of Government Assistance) 1983.4 
第21号 外国為替レート変動の影響（ The Effects of Changes in 
Foreign Exchange Rates) 1983.7 1993.12 
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表 題 公表 改訂
第22号 企業結合（BusinessCombinations) 1983.11 1993.12 
第23号 借入費用（BorrowingCosts) 1984.3 1993.12 
第24号 特別利害関係者の報告（RelatedParty Disclosures) 1984.7 
第25号 投資の会計処理（ Accounting for Investments) 1986.3 
第26号 退職給付制度の会計と報告（ Accounting and Reporting by 
Retirement Benefit Plans ) 1987.1 
第27号 連結財務諸表ならびに子会社に対する投資の会計処理
( Consolidated Financial Statements Accounting for 
Investments in Subsidiaries) 1989.4 
第28号 関連会社に対する投資の会計処理（Accountingfor Investments 
in Associates) 1989.4 
第29号 超インフレ経済下の財務報告（FinancialReporting in 
Hyperinfla tionary Economics) 1989. 7 
第30号 銀行業および類似する金融機関の財務諸表における開示
( Disclosures in the Financial Statements of Banks and 
Similar Financial Institutions ) 1990.8 
第31号 ジョイント・ベンチャーに対する持分の財務報告（Financial
Reporting of Interrests in Joint Ventuures) 1990.12 
第32号 金融商品－表示および、開示－（FinancialInstruments: Disclosures 
and Presentation) 1995.6 
図表9「国際会計基準公開草案」（1996年8月末現在）
表 題 公表
E48 金融商品（FinancialInstruments) 1994.1 
E49 法人税等（ Income Taxes ) 1994.10 
E50 無形資産（IntangbleAssets) 1995.6 
E51 セグメント別財務情報の報告（ReportingFinancial Information by Segment) 1995.12 
E52 1株当たり利益（EarningsPer Share) 1996.1 
E53 財務諸表の表示（ Presentation of Financial Statements) 1996.6 









1996 1997 1998 
フ。ロジ、ェクト 3月 6月 9月 (10月） (11月） (12月） 1月 3月 6月 10月 l月 3月
法人税 Dis IAS 
金融商品と投資の
Dis Dis Dis 
討議書
Dis ED Dis Dis IAS 
改訂 DSOP 
一株当り利益 Dis IAS 
無形資産、研究及び開発の
Dis IAS ED Dis IAS 改訂とのれんの改訂
セグメント Dis IAS 
表 刀t ED Dis IAS 
農 業＊ PO Dis SOP ED 
退職給付コスト等 PO ED Dis Dis IAS 
中間報告 Dis DSOP Dis Dis ED Dis IAS 
廃止事業 Dis DSOP Dis ED Dis IAS 
引当金及び偶発損失 DSOP Dis ED Dis Dis IAS 
リースの改訂 pp Dis ED IAS 
減損の改訂 pp Dis ED IAS 
件 数 5 7 9 7 6 7 6 4 4 
）の理事会の開催はない。 pp：プロジ、エクトの設置 PO：論点概要書 DSOP：原則書案








































































































































































































































































































追加借入利子率＝0.875%で割りヲ！いた現在価値＊ $ 5120 
－借手の追加借入利子率 ；年10.5%（月率0.875%である。）
















・解約不能リースであるか コ YES （貸手側）
・リース終了日までに所有権が移転するか（所有権移転規準）コ NO ・オペレーティング・1)-.A以外のリースである。
・安い価格での購入選択権がリース契約の内容に含まれているか ・長期与信者は介在しないためレバレジッド・リ－；q:1域当しない。













リース資産 5120 リース負債 5120
リース負債 135 現 金 135 
Xl,1,31 
減価償却費 104 リース資産 104 
Xl,2, 1 















(a) (b) (c) (d) 
鼎官耕 支払利子 負債残高の蹴 負債残高
135 。135 4985 
135 44’ 91 4894 
135 43 92 4802 
135 42 93 4709 
135 41 94 4615 
135 40 95 4520 
135 40 95 4425 
135 20 115 2213 
135 19 116 2097 
135 18 117 1980 

































104 * 1 . 5120（現在価値）－2000（残存価値）＝ $ 3120 
$ 3120÷30ヶ月（リース期間）= $104 
*2；借手側からは，通常，計算利子率が不明であるため，
ここでは借手の追加借入利子率0.875%（月利）用いる。
故に，（$ 5120-$135）×0.875%= $44 
なお，国際会計基準第17号では，簡便な計算も可能で、あ
る（ [ 17 ] , par.11）。 ex；級数法など。
135 
借手の費用
月 支払利子 減価償却費 計
104 44 104 148 
2 43 104 147 
2000 3 42 104 146 
100 4 41 104 145 
*3；リース負債残額$1980の支払利子（$1980×0.875% = $ 17)
*4；リース負債残額の減額金額と支払利子との端数処理額
28 20 104 124 
（貸手側） 29 19 104 123 
Xl,1, 1 30 18 104 122 
リース料受取債権 5000 リース原価 5000*6 言十•5 910 3120 4030 









1+2+3+ .・ H ・－…29+30
Xl,2, 1 現 金 135 












= 1050×一一一＝ 68 
465 
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
? ?? ? ?
?
????? ?「??????? ????????
X3 7 1 
貯蔵品 950 リース料受取債権 950 






























た売主との間で，純然たる商業ベースでの取引により成立するとみられる交換価値（[ 17], par. 2）。」
























































































(Financial Accounting Standards Board=FASB,Accounting for Leases；以下， FASB13号とい
う）
イギリスは， 1984年8月に公表された会計基準委員会による標準会計実務基準書第21号「リース
契約および買取選択権付リース契約の会計」26 (Statement of Standard Accounting Practice = 
SSAP, Accounting for leases and hire purchase contracts；以下， SSAP21号という）
カナダは， 1978年12月に公表された会計基準設定委員会による会計勧告セクション3065「リー ス
」27 (Canadian Institute of Chartered Accountants= CICA,Accounting Recommendation 3065, 
leases；以下，勧告セクション3065という）
オーストラリアは， 1987年11月に承認された会計基準審議会による会計基準第1008号「リース会




land Society of Accountants,Statement of Accounting Practice No.18,Accounting for Leases 







間移転する契約として定義される（[ 7 ] , par.l）。この定義は，一方の契約当事者から他の当事者
に固定資産を使用する権利が移転しない役務契約のような契約は含まない。他方，契約者（貸手）
によるかなりの役務の提供がその資産の利用又は保守に関連して求められていても，固定資産を使












(a) リー ス期間＊Iの終了時点で当該資産の所有権が借手に移転する場合。 （所有権移転規準）





































にわたって借り入れる場合に負担する利子率。以上（[ 7 ],par.5) 
( i）貸手側
4つに分類される。
(a) セールスタイプ・リース（Sales-type lease) 
(b) 直接金融リース（Directfinancing lease) 
( c) レバレッジド・リース（Leveragedlease) 


































































































( [ 7 ] , par. 7,d ）。次に，計上された資産は自己所有資産に対するものと同じ償却方針で償却され

















































また， SSAP21号は，買取選択権付リース契約（hirepurchase contracts ）について規定してい
る。そこで、は借手（hirer）が一定の条件（通常は，同意による割賦金を支払うという条件）を満た



























































































会計勧告セクション3065では リースとは 「貸手から借手へ特定の期間 賃借料支払の見返







































































































































る（[ 3 ] , COMMENT ARY. ( i ) ）。」ここで，資産の所有によるリスクとは，契約の未履行，商
品の陳腐化，設備の遊休生産能力，実現可能価額での損失，保証されない損害，不良品であること
等が含まれている。また，利益とは，資産の使用から手に入れることが可能なもの，また，実現可













































































































































































































































































3065（カナダ） （ニュー ジーランド） （日本）
リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 所有権移転リース
ぷ,j,、 金融性リースを資 資産の所有権に伴 借手が資産の使用 キャピタル リー ファイナンス リー ファイナンス リー は，リース資本化。
産およびその後の う利益及び危険の 享有権を購入し， スは，借手による スは，リース資産 スは，資産として， 所有権移転以外リー
言十 リース料の支払債 すべてを実質的に 向時に将来の支払 資産の取得と債務 から多くの経済的 また，将来の賃借 スは，リース資本
処 務として掲記する。 移転するリースに 義務を認識する。 の引き受けとして 使益を享受する。 料支払いの義務 化と同程度の「注
理
ついては，資産の ここで，資産計上 会計処理する。 このため，リース （負債）として， 記Jにて開示する。
取得，債務の支払 されるのは，資産 資産の公正価値の 借手の貸借対照表




－資産負債計上 資産負債計上 資産・負債計上 資産・負債計上 資産・負債計上 資産・負債計上 資産負債計上
額は，リース開始 額は，リース開始 額は，最低リース 額は，リース開始 額は，リース開始 額は，リース開始 額は，貸手の購入
日におけるリース 日における最低リー 料総額の現在価値 日に関連する未履 日における最低リー 日におけるリース 価額が知り得る場
資産の公正価値又 ス支払額から貸手 である。 行費用を除いた最 ス料総額の現在価 資産の公正価値又 合はその価額。不
は最低リース料総 が負担とする管理 低リース支払額の イ直である。 は最低リース料総 明な場合は，最低
額の現在価値のど 費用を差ヲ｜いた金 現在価値である。 額の現在価値。 リース支払額の現
フ
ちらか低い額であ 額の現在価値であ ただし，公正価 在価値。
る。 る。 値以下。
7 割引率はリース 割引率は借手の 割引率は計算利 割引率は借手の 割引率は計算利 割引率はリース 同左
イ 上の計算利子率あ 追加借入利子率を 子率を用いる。 追加借入手lj子率と 子率であるが．知 上の計算利子率で
るいは借手の追加 原則とする。 計算利子率のうち り得ない場合，見 あるが．知り得な
ナ 借入利子率。 低い方を使用。 積利子率を使用。 い場合，借手の追
ン 加借入利子率。
ス 資産は自己所有 同左 資産は．耐用年 資産は自己所有 同左 同左 同左
資産と同じ償却方 数と，リース期間 資産と同じ償却方
ぷエ〉て、 針で償却される。 のうち短い方の期 針で償却される。
償却期間は，借 償却期間は，借 間償却される。 償却期間は，借 －同左 同左 償却期間は，所
手がリース期間終 手がリース期間終 手がリース期間終 有権移転リースの
言十 了までに所有権を 了までに所有権を 了までに所有権を 場合，耐用年数で
ス 取得できる場合， 取得できる場合， 取得できる場合， あり，所有権移転
処
耐用年数とし，そ 耐用年数とし，そ 耐周年数とし，そ 以外リースの場合












なお，簡便計算 簡便計算は不可 簡便計算は可 簡便計算は可
は可




利用者の受ける リース期間を通 毎期一定額づっ 同左 リース資産から ・賃借料の対ムは． 通常の賃貸借取
てレT イ
メヱ〉ミ、 便益を各期間に対 じて，それが債務 リース期間にわたっ もたらされる便益 賃借人の利益の期 引に係る方法に準
計 応して示す系統的 となったときの費 て費用計上する に対する費用とし 間的数字を表示す
じて処理する。
グン


















所有する資産は， 貸借対照表計上 －貸借対照表計上 リース債権は，
受取勘定として， 額は，借方，正味 額は，受取勘定と リース物件の購入
正味リース投資未 リース投資未回収 して，正味リース 価額等にて，貸借
回収額に等しい金 額から貸倒ヲ｜当金 投資未回収額に等 対照表に計上する。
フ 額で貸借対照表に 設定額を控除した しい金額で計上す







金融収益の認識 リース投資粗利 金融収益の認識 リース料総額か
は，当該リースに 益（金融収益）の は，貸手の正味リー らリース債権の計
ス 関する貸手の正味 認識は，貸手の正 ス投資未回収額， 上価額を控除した
リース投資未回収 味現金投資未回収 又は正味現金投資 額が受取平！J息相当
額，又は正味現金 額に対して一定の 未回収額のいずれ 額となるが，これ
投資未回収額に対 期間収益率となる かに対して一定の を金融収益と元本
して一定の期間収 方式にて，各期間 期間収益率となる の回収部分に区分
益率となる方式に へ配分する。 方式にて配分する。 して処理する。
て，各期間へ配分
する。
















図表21 会計処理方法の比較（貸手－ 2) 
FASB13号 ｜ 会計勧告セ 7ション I 会計基準第1008号



























































































































































注l 国際会計士連盟（ IFAC）は，「世界の会計士業務の統一と調和をはかり またその質を高めることを目的として
1977年に設立された会計士の国際的組織（ [2] 289頁）Jである。中島省吾氏（ [27] 21-22頁）は，国際会計基準委員会と国
際会計士連盟との関係を次のように説明している。「IAS CとIFA Cとの関係について両組織の役員の間で討議が重
ねられた。その結果， 1982年メキシコでの国際会計士会議の際に，『国際会計基準委員会・国際会計士連盟協約書（ IA 
研究年報第双E巻
SC/ I FA C Mutual Commitments）.］が締結された。その内容は，国際会計基準に関する公表，交渉， i主格，承認・
道守の促進等に関しては， IAS Cが責任と権限とを有する唯一の組織であることを IF' A Cは認め， IAS Cが公表す
る基準を支持し，その会員団体に，国際会計基準の国内での公表，財務諸表における国際会計基準への準拠及び準拠事実
の開示，政府や基準設定団体の説得，証券市場統制機関及び産業界の説得，監査人による国際会計基準準拠の確認，国際
会計基準の全世界的承認・遵守につき最善の努力を払わせること，そして， IAS Cの会員団体は自動的に IFA Cの会
員となること，また， IAS Cの理事会のメンバーは IFA C理事会が指名できることとし， IAS C理事会は活動報告
と予算案とを IFA C理事会に提出するものとする。さらに， IAS Cは定款の変更に当たって IFA C理事会に協議し，
また， IFA C会長の IAS C理事会への陪席を認めることとなった。J
2 長谷川教授（[11 J ,60頁）によれば，「Iosc Oは， InternationalOrganization of Securities Commissions and 
Similar Agenciesの略語で、あり，わが国では，『証券監督者国際機構』と訳されている。 Iosc Oの前身は， 1974年に
発足した米州証券監督者協会 (Inter-AmericanAssociation of Securities Commissions : I AS C 0）であるが，
その後の証券取引の国際化の進展のなかで， 1983年以降，フランス証券取引委員会（C0 B），イギリス国際株式取引所
(IS E），韓国証券取引委員会等のアメリカ大陸以外の国の機関（証券監督当局および証券取引所）が加盟するに至り，




に大きな障害となっていることが伝えられてきた。そのころ 前述のように IAS C内部からも複数の会計処理を認める






































































































26 イギリスのリース会計の動向については，茅根助教授（[ 40] ,49-55頁）を参照のこと。なお， SSAP21の設定主体であ
る会計基準委員会（ASC）は1990年に解散され，同年8月20日に新しい基準設定組織として会計基準審議会（Accou-
nting Standard Board;ASB）が発足した。 ASBは， ASCが公表した25のSSAPのうち， 22基準を新しい会計基準とし
て採用したが，その中にSSAP21も含まれている。その後， ASBが新たに会計基準として公表するものは財務報告基準
(Financial Reporting Standard; FRS）と呼ばれ， 1996年5月までに8つのFRSが公表されている（[36] ,28-30貰）。





(Studies & Standards ）に属する会計基準委員会（AccountantStandards Board;AcSB）である（［42],37頁）。
28 オーストラリアには， 2つの会計制度が存在している。 lつはAAS(Australian Accounting Standards ）であ
り，これはオーストラリアのICAA(Institute of Chartered Accountants ）及びASCPA(The Society of Certif-
ied Practising Accountants ）のすべてのメンバーに道守されている。また，もう 1つは， AASB(Approved Aust-
ralian Accouting Standards）であり，オーストラリアの商法の下で施行されていることから，オーストラリアで一般
目的の財務諸表を作成するすべての会社は，このAASBに準拠しなければならない（[37] ,39頁）。なお，リース会計の規
定はAASB1008であるが，それはASRB1008がそのまま認められたものである（[ 3 ],p679 ）。 Ernst& Young( [ 6 ] , 
p6）によれば「リース会計はAAS(Australian Accounting Standard) No.17『リース会計』とASRB(Accounting 




ランド会計士協会（NewzealandSociety of Accountants;NSA）がニュージーランド会計基準（Statementof Standard 
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